
アンケートの実施について 

 

 

１．対象者 

 〇枚方市内にある公立及び私立の保育所（園）・幼稚園・認定こども園・小規模保育施設、地域子育て

支援拠点を利用する保護者 

 〇市民一般 

 

 

２．実施方法 

オンライン（logoフォーム）を活用したアンケート調査。 

【保護者】 

アンケート調査について、各園等に情報提供し、園等を通じて、保護者へ情報提供してもらう。 

併せて、アンケート調査票も各園等に設置してもらうことで、WEB環境のない人にも対応する。 

 

 【市民一般】 

  ホームページや LINE などでアンケート調査の実施を周知し、スマホやパソコンから回答してもら 

う。WEB環境のない人のために、子ども青少年政策課をはじめ、生涯学習市民センター等にアンケ 

ート調査票を設置。 

   

 

３．質問内容 

【属性】 

 回答者の年齢、子どもの所属（選択式） 

【公立施設の役割】 

 今後、公立施設に期待することとして重要なこと（選択式）  

【保育所（園）などを利用せず在宅で子育てをする家庭の保護者に対する支援】                   

  在宅で安心して子育てをするために必要なこと（選択式） 

 

 

４．スケジュール 

 令和 3 年 10 月 子ども・子育て専門分科会（22 日）にてアンケートについて説明 

 令和 3 年 11 月 アンケート実施 

 令和 3 年 12 月 アンケート結果集計及び資料作成 

 令和 4 年1 月  庁内委員会及び審議会にてアンケート結果報告  

 
 
 
 
 
 

資料５ 



公立保育所・幼稚園などについてのアンケート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

スマートフォンで回答する場合は、         パソコンで回答する場合は、 

以下の QR コードを読み取り回答してください。       以下の URL を入力した上で、回答してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■アンケートについて 

〇本アンケートは、 

・枚方市内の保育所（園）などを利用するお子さんがおられる方（市内・市外在住） 

・上記以外で枚方市在住の方 

を対象としています。 

〇Webもしくは調査票のいずれかの方法で、お一人につき 1回限りご回答ください。 

〇最終ページにプランの概要を掲載していますので、ご参考ください。 

 

※ご回答いただいたアンケート結果は、統計的に処理し、後期プランの策定や子ども・子育て

施策の推進等に利用させていただくもので、回答者個人が特定されたり、他の目的に利用する

ことはありません。 

  

 

皆様には日頃より、本市の子育て施策にご理解とご協力をいただき、誠にありがとうございます。 

本市では、喫緊の課題である待機児童対策など、重点施策である子育て施策を推進するとともに、

保育需要の減少時期も見据えた公立幼稚園と公立保育所の今後のあり方を示すため、令和元年度か

ら令和 10 年度の 10 年間を計画期間とする「就学前の教育・保育施設に係る 

ひらかたプラン」（以下、「プラン」といいます。）を作成し、プランに基づいた 

取り組みを推進しているところです。 

現在、プランの後期（令和 6 年度～令和 10 年度）の取り組みを具体的に 

示すため、後期プランの策定に取り組んでいるところですが、後期プランの 

策定にあたっての参考とさせていただくため、皆様からご意見をお伺いした 

く、本アンケート調査を実施いたします。 

 お忙しいとは存じますが、ご協力のほどよろしくお願いいたします。 

 

アンケートご協力のお願い 

 

QR コード 

https://logoform.jp/・・・・・ 

 

枚方市キャラクター  

ひこぼしくん 

https://logoform.jp/・・・・・


問１ あなたの年齢を教えてください。 

  ①10 代 ②20代 ③30 代 ④40代 ⑤50 代 ⑥60 代 ⑦70 代 ⑧80代以上 

 

問２ 現在、枚方市内の保育所（園）、幼稚園など就学前施設を利用しているお子さんはいますか。 

 （就学前施設を利用しているお子さんが複数人おられる場合は、一番下のお子さんが利用している施設

をお選びください。） 

  ①はい ⇒ □保育所（園）（□公立、□私立） □幼稚園（□公立、□私立） 

        □認定こども園  □小規模保育施設（□公立、□私立） 

        □その他（         ）  

  ②いいえ  

 

■本市における就学前児童数は減少傾向にあり、それに伴い、将来的には保育ニーズも減少していくこと

が予測されます。また、少子高齢化の進展による労働力人口の減少などにより、市税収入についても、減

収が見込まれます。さらに、築 40 年以上を経過する公立保育所・幼稚園が複数あり、老朽化する施設へ

の対応なども求められています。このような中、公立施設の整理・集約に取り組むにあたっては、今後の

公立施設の役割を明らかにしていくことが必要となります。 
 

現在、プランの中では「公立施設が担うべき役割」として、以下の３つの役割を掲げています。 

 

 

 

 

 

問３ 今後の公立施設に期待することとして、あなたが一番重要だと思うことを１つ選んでください。 

①小学校へのスムーズな就学に向けた保育園や幼稚園と小学校との連携  

②国から示される指針などを踏まえた教育・保育を率先して実施 

③配慮を要する園児などへの支援 

④その他、公立施設に期待すること（                          ） 

 

■近年、子育て中の保護者の育児不安や孤立化などが課題となる中、保育所（園）などを利用せず在宅で

子育てをする家庭の保護者も含めて、育児をする全ての保護者が安心して子育てできる環境づくりが求

められています。本市においても、公立施設の整理・集約に取り組むことで生み出される財源等について

は、教育・保育サービスの充実だけでなく、在宅での子育て支援の推進などにつなげていきます。 

 

問４ 保育所（園）などを利用していない家庭の保護者が安心して子育てをするために、あなたが特に 

必要だと思うことを３つまで選んでください。 

①身近な地域の子育て相談の場  

②用事や息抜きに利用できる一時的に子どもを預けることができる場 

③web や SNSを活用した子育て情報の提供  ④親子で遊びに行ける場 

⑤保護者や子どもが交流できる場  ⑥子育て支援に関する講座  

⑦家事・育児に対するヘルパー等のサービス提供  ⑧特にない 

⑨わからない  ⑩その他（          ） 

・民間の就学前児童施設と協調しながら、小学校へのスムーズな接続に向けた保幼小の連携を推進する役割 

・国から示される指針等を踏まえ率先して教育・保育を実践し、その中で見えた課題等の情報共有を行う役割 

・配慮を要する保護者や支援が必要な子どもに対して、専門相談機関と連携しながら支援を行う役割  

 



 

本市の公立保育所・幼稚園などに対するご意見があればご記入下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートは以上となります。ご協力ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自由記入欄 



平成３０年１１月に作成した 

就学前の教育・保育施設に係るひらかたプランの概要 

 

 

 

 

 

 

 

プランの期間 

 

プランの期間は 10 年間とし、保育需要が増加傾向にあり待機児童対策を踏まえた取り組みを進め

る前期（令和元年度～令和５年度）と、少子化による保育需要の減少を視野に入れた取り組みを進める

後期（令和 6 年度～令和10 年度）に区分しています。 

 

プランの基本的な考え方 

 

本プランにおいては、幼保連携の考え方をもとに、以下の「４つの基本的な考え方」を柱とし、取り 

組みをすすめています。 

①子育て家庭のさまざまなニーズに合わせて、子どもが安心して教育・保育を受けられる環境づくり 

を推進します。 

②少子化が進む中、公立施設の役割を明確にし、公立幼稚園・公立保育所のあり方を整理します。 

③公立幼稚園と公立保育所の需給バランスや保育需要の見込みを踏まえ、公立施設の整理・集約を 

進めます。 

④公立施設の整理・集約により生み出した財源等を活用し、教育・保育の提供や在宅での子育て支援 

の充実を図ります。 

 

プランの前期に掲げた推進する取り組み 

 

推進する取り組み プランの前期 プランの後期 

１．公立幼稚園における３歳児保育と「枚方版子ども園」の実施 〇  

２．認定こども園化も視野に入れた教育・保育サービスの充実 〇 〇 

３．公立施設が担うべき役割と今後の整理・集約  〇 

４．公立幼稚園の閉園と有効活用 〇 〇 

５．公立保育所の民営化 〇 〇 

６．在宅での子育て支援の推進 〇 〇 

 

本市では、喫緊の課題である待機児童対策など、重点施策である子育て施策を推進するとともに、 

保育需要の減少時期も見据えた公立幼稚園と公立保育所の今後のあり方を示すため、平成 30年 

11 月に「就学前の教育・保育施設に係るひらかたプラン」（以下、「プラン」という）を作成し、 

プランに基づいた取り組みを推進しているところです。 

 

参 考 


